
（乗船期間中の誓約）

第１条　国立大学法人北海道大学（以下「北海道大学」という）水産学部附属練習船「おしょろ丸」または「うしお丸」（以下「本船」という）に共同利用研究調査員として乗船しますので、私（以下「共同研究調査員」という）は乗船期間中、本船船長の安全運航に関する指示・命令を遵守するとともに、本約款（あるいは本契約という）各条文に同意し、調査・研究・資料収集に関する作業を安全かつ円滑に行います。

なお、本約款各条文における「乗船期間中」とは、当該共同研究調査員が、乗船地で乗降施設に達した時、または当該共同研究調査員の研究・調査機器、または手荷物が本船側の係員に手渡された時から、最終的に下船地の乗降施設を当該共同研究調査員が離れ、または同港で前記研究・調査機器及び手荷物を受領するまでの間とします。

（本船関係者の責任とその範囲）

第２条　本船関係者の責任とその範囲は、次のとおりとします。

　一　本船乗船期間中に、共同研究調査員が死亡・傷害事故に遭遇した場合、または共同研究調査員が搬入した研究・調査機器あるいは手荷物が滅失・き損・盗難に遭った場合、それが本船の欠陥（不堪航）によるか、北海道大学、あるいはその代理人の過失によるか、または本船船長及び乗組員（以下、「本船関係者」という）の故意または重大な過失によるものであることが証明されない限り、北海道大学およびその代理人および本船関係者は一切責任を負いません。

　二　本船船長が承認した以外の貴重品並びに高価品等を共同研究調査員が本船内に持ち込んだ場合、これらの保管は当該共同研究調査員の責任において行うものとし、北海道大学およびその代理人および本船関係者は、その滅失・き損・盗難について一切責任を負いません。

　三　一号において故意または重大な過失等によるものであることが証明された場合には、北海道大学は誠意を持って解決に当たるものとします。

　四　共同研究調査員が搬入する研究・調査機器または手荷物については、原則として貨物海上保険（求償権放棄）に加入するものとし、加入しない研究・調査機器または手荷物の滅失・き損・盗難について、本船関係者の故意又は重大な過失による場合を除いて、北海道大学およびその代理人および本船関係者は一切責任を負いません。

五　滅失・き損した研究・調査機器が共同研究調査員の所属機関の所有または第三者所有の場合でも共同研究調査員は当該物件の保管者として責任を負い、その解決は本条の各規定によります。

　六　共同研究調査員の死亡・傷害については、それに対する賠償請求が書面により、事実発生日より６ヶ月以内に、船長または北海道大学宛になされ、かつ１年以内に訴訟が提起されなければ、北海道大学およびその代理人および本船関係者は一切責任を負いません。

　七　共同研究調査員の研究・調査機器及び手荷物品の滅失・き損・盗難等による損害については、それに対する賠償請求が書面により、それらの事実が判明次第、かつ遅くとも当該共同研究調査員の下船までに、船長または北海道大学宛になされ、かつ当該共同研究調査員の下船日より６ヶ月以内に訴訟が提起されなければ、北海道大学およびその代理人および本船関係者は一切責任を負いません。

　八　本船関係者は本約款に基づき責任を負う場合であっても、法令の認めるところに従い、その責任を制限することがあります。

　九　北海道大学は日本船主責任相互保険組合に加入しており、同組合は本条を準用します。

（共同研究調査員が北海道大学の物件を滅失・き損した場合）

第３条　乗船期間中に北海道大学が所有する物件を共同研究調査員が故意または過失により滅失・き損した場合は、当該共同研究調査員の責任と負担においてその物件を原状に回復し、または損害を賠償いたします。

（健康状態）

第４条　共同研究調査員は健康であり、第１条規定の乗船期間中、共同利用研究・調査活動を遂行するのに適しています。また、本船関係者の故意または重大な過失による場合を除いて、乗船期間中に生じた疾病や健康上の障害を治療する費用および関連諸費用は、北海道大学およびその代理人および本船関係者には一切請求しません。

（運航予定変更等の場合）

第５条　共同研究調査員は、本船の運航日程・運航計画または目的港の変更に対し異議を述べず、それによって生ずる自己の損害について補償を請求しません。

（履行補助者等の権利）

第６条　本船関係者、また北海道大学は、この本約款において北海道大学の利益のために設けられた条項の恩恵を、あたかもその条項がかかる者のために明記されているかのごとくに享受するものとします。

（契約条項の効力）

第７条　契約条項の効力は、次のとおりとします。

　一　本約款は、契約に基づくと不法行為に基づくとを問わず、共同研究調査員によるすべての請求に適用されます。

　二　共同研究調査員は、その法定相続人、受託人及び代理人も本契約に拘束されることに同意します。

　三　本約款の条項が、適用法令に抵触する場合は、当該抵触する箇所のみ無効とします。

　四　本約款に定めのない事項については、一般適用法及び商慣習によります。

（準拠法・裁判管轄）

第８条　本約款（契約）は国内外を問わず日本法に準拠し、本約款に関する訴えの管轄は、北海道大学所在地を管轄区域とする札幌地方裁判所とする。

（見出し）

第９条　本約款における見出しは、見やすくするためのもので、条文の意味は関係条文によって決せられます。

　乗船するにあたって上記誓約いたします。

　　　平成　　年　　月　　日

共同研究調査員氏名

（　署　名　または　押　印　）

